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令 和 ７年 度  深 谷 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算  

 

（ 総 則 ） 

第 １ 条  令 和 ７ 年 度 深 谷 市 下 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に

よ る 。 

（ 業 務 の 予 定 量 ） 

第 ２条  業 務 の予 定 量 は 、次 の と おりと す る 。 

（ １ ）  公 共 下 水 道 事 業  

ア  処 理 戸 数 ３ ５ ， ７ ８２  戸  

イ  年 間 有 収 水 量 ８ ， ４ １ ６ ，１ ０ ３  ㎥  

ウ  一 日 平 均 有 収 水 量 ２ ３ ， ０ ５８  ㎥  

エ  主 要 な 建 設 改 良 事 業 ２ ， １ ９ １ ，５ ３ ９  千 円  

 （ ア ）  汚 水 管 渠 建 設 費 ２ ， ０ １ ７ ，６ ９ ２  千 円  

 （ イ ）  雨 水 管 渠 建 設 費 ２ ８ ， ９ ８６  千 円  

 （ ウ ）  浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 建 設 費 １ ４ ４ ， ８６ １  千 円  

（ ２ ）  農 業 集 落 排 水 事 業 

ア  処 理 戸 数 ６ ， １ ８ ７  戸  

イ  年 間 有 収 水 量 １ ， ５ ４ ７ ，９ ６ ８  ㎥  

ウ  一 日 平 均 有 収 水 量 ４ ， ２ ４ １  ㎥  

エ  主 要 な 建 設 改 良 事 業 ２ １ ７ ， ５２ ２  千 円  

 
（ア） 農業集落排水処理 
  施 設 建 設 費 

２ １ ７ ， ５２ ２  千 円  
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（ 収 益 的 収 入 及 び支 出 ） 

第 ３条  収 益 的 収 入 及 び支 出 の予 定 額 は 、次 の と おり と定 め る 。 

収    入  

第 １款  公 共 下 水 道 事 業 収 益 ２ ， ８ ２ ３ ，８ ０ ５  千 円  

第 １項  営 業 収 益 １ ， ８ ３ １ ，４ ４ ５  千 円  

第 ２項  営 業 外 収 益 ９ １ ６ ， ４４ ５  千 円  

第 ３項  附 帯 事 業 収 益 ７ ５ ， ９ １５  千 円  

第 ２款  農 業 集 落 排 水 事 業 収 益 ８ ２ ０ ， ６３ ０  千 円  

第 １項  営 業 収 益 ３ ０ １ ， ８９ ４  千 円  

第 ２項  営 業 外 収 益 ５ １ ８ ， ７３ ６  千 円  

                   支    出  

第 １款  公 共 下 水 道 事 業 費 用 ２ ， ６ ３ ０ ，２ ６ ８  千 円  

第 １項  営 業 費 用 ２ ， ４ １ ８ ，０ ４ ６  千 円  

第 ２項  営 業 外 費 用 １ ７ ５ ， ３９ １  千 円  

第 ３項  附 帯 事 業 費 用 ２ ６ ， ３ ３１  千 円  

第 ４項  特 別 損 失 ５ ０ ０  千 円  

第 ５項  予 備 費 １ ０ ， ０ ００  千 円  

第 ２款  農 業 集 落 排 水 事 業 費 用 ８ ２ １ ， ９５ ５  千 円  

第 １項  営 業 費 用 ７ ７ ２ ， ７３ ９  千 円  

第 ２項  営 業 外 費 用 ４ ３ ， ９ ６６  千 円  

第 ４項  特 別 損 失 ２ ５ ０  千 円  

第 ５項  予 備 費 ５ ， ０ ０ ０  千 円  
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（ 資 本 的 収 入 及 び支 出 ） 

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収

入 額 が資 本 的 支 出 額 に 対 し 不 足 す る額 １ ， ４ ４ ０ ， ２ ５ ５ 千 円 は 、 当 年 度 分

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ９ ２ ， ７ ８ ８ 千 円 、 過 年 度 分

損 益 勘 定 留 保 資 金 ８ １ ０ ， ２ ８ ０ 千 円 及 び 当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 ５

３ ７ ， １ ８７ 千 円 で 補 て ん す る もの と す る 。） 。  

収    入  

第 １款  公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入 ２ ， ２ ７ ４ ，９ ５ ５  千 円  

第 １項  企 業 債 １ ， ５ ７ ８ ，８ ０ ０  千 円  

第 ２項  負 担 金 ８ ２ ， ８ ４４  千 円  

第 ３項  国 庫 補 助 金 ５ ９ ９ ， ３５ ０  千 円  

第 ５項  返 還 金 ９ １ ５  千 円  

第 ６項  他 会 計 出 資 金 １ ２ ， ５ ４４  千 円  

第 ８項  基金積立金利息 ５ ０ ２  千 円  

第 ２款  農業集落排水事業資本的収入 ２ ９ ５ ， ８１ ０  千 円  

第 １項  企 業 債 １ ８ ７ ， ７０ ０  千 円  

第 ４項  県 補 助 金 ６ ９ ， ０ ５０  千 円  

第 ６項  他 会 計 出 資 金 ２ １ ， ７ ９７  千 円  

第 ７項  分 担 金 １ ５ ， ２ １９  千 円  

第 ８項  基金積立金利息 ２ ， ０ ４ ４  千 円  

支    出  

第 １款  公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出 ３ ， ４ ３ ５ ，１ ５ ２  千 円  

第 １項  建 設 改 良 費 ２ ， ２ ６ ４ ，６ ４ １  千 円  

第 ２項  償 還 金 １ ， １ ５ ９ ，０ ９ ２  千 円  

第 ３項  投 資 １ ， ４ １ ９  千 円  

第 ４項  予 備 費 １ ０ ， ０ ００  千 円  

第 ２款  農業集落排水事業資本的支出 ５ ７ ５ ， ８６ ８  千 円  

第 １項  建 設 改 良 費 ２ １ ７ ， ９１ １  千 円  

第 ２項  償 還 金 ３ ５ ０ ， ９０ ９  千 円  

第 ３項  投 資 ２ ， ０ ４ ８  千 円  

第 ４項  予 備 費 ５ ， ０ ０ ０  千 円  
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（ 債 務 負 担 行 為 ） 

第 ５ 条  債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と

お り と定 め る 。 

事          項  期     間  限   度   額  

水 洗 化 促 進 改 造 資 金 貸 付 に

係 る 損 失 補 償 （ 令 和 ７ 年 度 ）  

水 洗 化 促 進 改 造 資 金 融 資

あ っ せ ん 制 度 適 用 期 間 中  

借 り 入 れ た 資 金 及

び 利 子  

水 洗 化 促 進 改 造 資 金 利 子

補 給 （ 令 和 ７ 年 度 ） 

水 洗 化 促 進 改 造 資 金 融 資

あ っ せ ん 制 度 適 用 期 間 中  

借 入 額 に 対 す る

利 子 相 当 額  

管 渠 施 設 維 持 管 理 費  令 和 ８ 年 度 ま で  １ １ ， ４ ０ ０ 千 円  

処 理 施 設 維 持 管 理 費  令 和 ８ 年 度 ま で  ４ ６ ６ ， １ ０ ０ 千 円  

下 水 道 使 用 料 等 徴 収 事 務

経 費 負 担 金  
令 和 ８ 年 度 ま で  ６ ８ ， ５ ０ ０ 千 円  

事 務 所 等 賃 借 料  令 和 ８ 年 度 ま で  １ ， ９ ０ ０ 千 円  

損 害 共 済 等 保 険 料  令 和 ８ 年 度 ま で  ２ ， ０ ０ ０ 千 円  

シ ス テ ム 保 守 業 務 費  令 和 ８ 年 度 ま で  １ ， １ ０ ０ 千 円  
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（ 企 業 債 ） 

第 ６ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び償 還 の 方 法 は 、 次 の

と お り と定 め る 。 

起 債 の 目 的  限 度 額  起 債 の 方 法  利 率  償 還 の 方 法  

 千 円  

普 通 貸 借  

又 は  

証 券 発 行  

４ ％ 以 内 （ た
だ し 、 利 率 見 直
し 方 式 で 借 り 入
れ る 資 金 に つ い
て 、 利 率 の 見 直
し を 行 っ た 後 に
つ い て は 、 当 該
見 直 し 後 の 利
率 ）  

借 入 先 の 定 め る
融 資 条 件 に 従 う も
の と す る 。  

た だ し 、 市 財 政
の 都 合 に よ り 据 置
期 間 及 び 償 還 期
限 を 短 縮 し 、 又 は
繰 上 償 還 も し く は
低 利 に 借 換 え す る
こ と が で き る 。  

公 共 下 水 道 事 業 １ ， ４ ５ ４ ， ５ ０ ０  

流 域 下 水 道 事 業  

建 設 負 担 金 
５ ４ ， ０ ０ ０  

農 業 集 落 排 水 事 業 １ ２ ６ ， ５ ０ ０  

資 本 費 平 準 化 債  １ ３ １ ， ５ ０ ０  

計  １ ， ７ ６ ６ ， ５ ０ ０     
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（ 予 定 支 出 の各 項 の 経 費 の金 額 の流 用 ） 

第 ７条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と がで き る 場 合 は 、 次 の

と お り と定 め る 。 

（ １ ）営 業 費 用 

（ ２ ）営 業 外 費 用 

（ ３ ）附 帯 事 業 費 用 

（ ４ ）特 別 損 失 

（ ５ ）建 設 改 良 費 

（ ６ ）償 還 金 

（ ７ ）投 資 

  

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こと の で き な い経 費 ） 

第 ８ 条  次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の

金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合

は 、 議 会 の議 決 を 経 な け れ ばなら な い。  

（ １ ）職 員 給 与 費      １ ８ ０ ， ５５ ５ 千 円  

 

（ 他 会 計 か ら の補 助 金 ） 

第 ９条  公 共 用 水 域 の水 質 保 全 等 のた め 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ補 助 を

受 け る金 額 は 、４ ７ ，４ ６ ３千 円 で あ る 。 

 

  令 和 ７年 ２月 ２０日 提 出  

 

深 谷 市 長   小  島   進    
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地方公営企業法施行令第１７条の２の規定による

予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

１

２

１

（うち仮受消費税及び地方消費税 155,349千円）

・年間有収水量　1,547,968㎥

款 項 目

令和７年度 深谷市下水道事業会計予算実施計画

（単位：千円）

９ 雑収益

公共下水道事業
収益

１

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

予定額 備　　　　　考

（うち仮受消費税及び地方消費税 162,268千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 899千円）

75,915

・預金利息、有価証券利息

２ 営業外収益

１ 営業収益

・固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

578

農業集落排水事
業収益

８ その他営業収益

・固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

（うち仮受消費税及び地方消費税 189,713千円）

162

263,970

・行政財産使用料

（うち仮受消費税及び地方消費税 27,445千円）

301,894

（うち仮受消費税及び地方消費税 6,902千円）

３ 附帯事業収益

（うち仮受消費税及び地方消費税 27,445千円）

９ 雑収益

（うち仮受消費税及び地方消費税 6,902千円）

301,894

（うち消費税及び地方消費税相当額 942千円）

２ 他会計負担金

2,743

1,708,829 ・年間有収水量　8,416,103㎥

（うち消費税及び地方消費税相当額 2,481千円）

916,445

（うち消費税及び地方消費税相当額 43千円）

５ 他会計負担金 122,038 ・雨水処理に係る一般会計負担金

253,447 ・汚水処理等に係る一般会計負担金

（うち仮受消費税及び地方消費税 155,349千円）

・下水道指定工事店指定証交付手数料　ほか

１ 下水道使用料

受取利息及び配
当金

太陽光発電事業
収入

２ 農業集落排水使
用料

（うち仮受消費税及び地方消費税 17千円）

820,630

2,823,805

（うち仮受消費税及び地方消費税 27,445千円）

1,831,445

（うち消費税及び地方消費税相当額 899千円）

２ 他会計負担金

・行政財産使用料　ほか

（うち消費税及び地方消費税相当額 43千円）

55,042

・汚水処理等に係る一般会計補助金47,463

受取利息及び配
当金

・汚水処理等に係る一般会計負担金206,206

３ 他会計補助金

消費税及び地方
消費税還付金

604,613

（うち仮受消費税及び地方消費税額 17千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 2,481千円）

600

（うち消費税及び地方消費税相当額 2,481千円）

下水道事業収益的収入　合計 3,644,435

（うち消費税及び地方消費税相当額 3,423千円）

518,736

５ 長期前受金戻入

２ 営業外収益

75,915

935 ・有価証券利息

５ 長期前受金戻入

１ 営業収益

１０
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・

・ (会計年度任用職員2人）

・

・ (会計年度任用職員2人）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

３

・

・

・

研 修 費

（うち仮払消費税及び地方消費税 13,157千円）

下水道使用料過年度減額調定

附帯事業費用

500４ 特別損失

10,000

企 業 債 利 息

646千円

10,000

３

無形固定資産減価償却費

負 担 金

５ 予備費

３ 雑支出 261

備消耗品費ほか

修 繕 費

賃 借 料

（うち仮払消費税及び地方消費税 550千円）

500

太陽光発電事業
費用

7,056

443,915千円

法 定 福 利 費

委 託 料

(職員4人)

減価償却費ほか

758千円

4,645千円

１

175,391

有形固定資産減価償却費

保 険 料

（うち仮払消費税及び地方消費税 47千円）

５ 普及促進費 21,026

備 消 耗 品 費

31,269千円

動 力 費

燃 料 費 ほ か

(職員1人)

1,503,535 1,480,724千円

９ 資産減耗費

22,811千円

2,401千円

手 数 料 ほ か

193,580千円

761千円

749千円

2,311千円

７ 総係費 239,645

38,500千円

職 員 給 与 費

7,400千円 (職員1人)

2,246千円

法 定 福 利 費

支　　　出

（うち仮払消費税及び地方消費税 69,859千円）

委 託 料

動 力 費

備消耗品費ほか

１ 公共下水道事業
費用

2,630,268

修 繕 費

職 員 給 与 費

法 定 福 利 費

67,057

目

7,502千円

3,655千円

8,415千円

26,331

１ 予備費

１ 支払利息

1,292千円

光 熱 水 費

4,824千円

1,947千円備 消 耗 品 費

348千円

通 信 運 搬 費

86,590千円

258千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 52,159千円）

３ 処理場費

予定額

職 員 給 与 費

備　　　　　考

7,023千円

15,774千円 (職員2人)

８ 減価償却費

426千円

(職員1人)

（うち仮払消費税及び地方消費税 550千円）

職 員 給 与 費

２ 営業外費用

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費

30,390千円

579,727

１ 営業費用

607千円

（単位：千円）

１ 管渠費

款

2,418,046

項

（うち仮払消費税及び地方消費税 70,409千円）

職 員 給 与 費

175,130

26,331

20,793千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 4,496千円）

9,028千円

過年度損益修正
損

5,538千円

報 酬 （ 審 議 会 ） 195千円

委 託 料
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

８ 減価償却費 ・

・

・ 農業集落排水使用料過年度減額調定

（単位：千円）

目 予定額 備　　　　　考

２ 営業外費用 43,966

681千円

委 託 料

1,670千円

426千円

９ 資産減耗費 9,254

772,739

３ 処理場費

11,768

項

手 数 料

69,529千円

負 担 金 10,475千円

５ 予備費

４ 特別損失

250

款

416,956

企 業 債 利 息

修 繕 費

委 託 料 484千円

304千円

9千円

１ 支払利息

5,000

有形固定資産減価償却費

5,000

250

下水道事業収益的支出　合計

動 力 費

修 繕 費 5,500千円

動 力 費

通 信 運 搬 費

6,043千円 (職員1人)

3,349千円

１ 営業費用

１ 予備費

696千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 1,296千円）

１ 管渠費 職 員 給 与 費

通信運搬費ほか

法 定 福 利 費

賃 借 料

21,910

(職員1人)

(職員1人)職 員 給 与 費

5,759千円

2,242千円

222,633千円

3,452,223

43,966

委 託 料

（うち仮払消費税及び地方消費税 239千円）

農業集落排水事
業費用

２ 821,955

（うち仮払消費税及び地方消費税 100,087千円）

光 熱 水 費 ほ か 691千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 28,143千円）

保 険 料 ほ か 505千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 29,678千円）

法 定 福 利 費

過年度損益修正
損

３

７ 総係費

312,851

15,533千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 29,678千円）
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・

２ ・

４

・ 社会資本整備総合交付金

・

１ 他会計出資金 ・

１

・

４

・ 彩の国ゆたかなむらづくり整備事業補助金

・

８

１ ・

下水道事業資本的収入　合計

基金積立金利息

資本費平準化債

基金積立金利息

資本費平準化債

61,200

21,797

69,050

１ 建設企業債 126,500

15,219

12,544

2,044

１ 県補助金

１ 建設企業債

１ 投資返還金

農業集落排水処理施設整備基金運用利息

４ 県補助金

（うち消費税及び地方消費税相当額 6,277千円）

21,797

69,050

公共下水道事業

収　　　入
（単位：千円）

項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

農業集落排水事
業資本的収入

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,384千円）

下水道施設整備に対する出資金

502

６ 他会計出資金

３ 国庫補助金

１ 企業債

82,844

公共下水道事業
資本的収入

款

54,000

1,578,800

水洗化促進改造資金融資あっせん預託金返還金

１ 国庫補助金

５ 返還金

1,454,500

70,300

２ 負担金

2,044

６ 他会計出資金

１ 受益者分担金

２

15,219

2,570,765

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,384千円）

農業集落排水事業

１ 他会計出資金

（うち消費税及び地方消費税相当額 54,487千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 6,277千円）

・

187,700

７ 分担金

502

12,544

915

2,274,955

915

公共下水道事業基金運用利息

599,350

295,810

（うち消費税及び地方消費税相当額 7,661千円）

１

（うち消費税及び地方消費税相当額 7,532千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 54,487千円）

69,111

（うち消費税及び地方消費税相当額 6,283千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 62,019千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 69,680千円）

599,350

１ 工事負担金 13,733

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,249千円）

流域下水道事業
債

流域下水道事業建設負担金

２ 受益者負担金

農業集落排水施設整備に対する出資金

基金積立金利
息

１ 企業債

８ 基金積立金
   利息

備　　　　　考予定額
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１ ・

・

・

・

・

・

２ ・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

５

６

７

２

・

・

・

・

・

５

5,465

１ 企業債償還金

（うち仮払消費税及び地方消費税 1,777千円）

固定資産購入費

固定資産購入費

雨水管渠建設費

汚水管渠建設費

法 定 福 利 費

5,000

1,574千円

350,909

（うち仮払消費税及び地方消費税 217,771千円）

4,011,020

款

5,623千円

1,419

1,637

企業債元金

２ 償還金

2,048

農業集落排水処
理施設建設費

１

４ 予備費

１ 予備費

（うち仮払消費税及び地方消費税 18,018千円）

浄化センター建
設費

備消耗品費ほか 579千円

法 定 福 利 費

2,048

３ 投資

法 定 福 利 費

（うち仮払消費税及び地方消費税 149千円）

217,911

水洗便所改造促
進預託金

5,000

下水道事業資本的支出　合計

委 託 料

（うち仮払消費税及び地方消費税 4,910千円）

1,947千円

２ 償還金

工 事 請 負 費

104千円備消耗品費ほか

・ 農業集落排水処理施設整備基金運用利息積立金

（うち仮払消費税及び地方消費税 36千円）

１ 企業債償還金

（うち仮払消費税及び地方消費税 17,982千円）

・ 企業債元金350,909

(職員1人)

77,200千円委 託 料

（うち仮払消費税及び地方消費税 18,018千円）

４ 予備費

農業集落排水事
業資本的支出

１

（うち仮払消費税及び地方消費税 497千円）

54,000

24,156千円

公共下水道事業
資本的支出

１

予定額

法 定 福 利 費 2,218千円

項

水洗化促進改造資金融資あっせん預託金

・

173,481千円

575,868

217,522

（うち仮払消費税及び地方消費税 199,753千円）

7,686千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 12,272千円）

支　　　出

3,435,152

2,264,641

備　　　　　考

8,630千円

３ 投資

12,000

15,238千円

1,159,092

2,328千円

144,861

受益者負担金業
務費

法 定 福 利 費

流域下水道建設
負担金
熊谷下水道建設
負担金

10,000

・

2,410千円

1,159,092

公共下水道事業基金運用利息積立金

１ 予備費

工事請負費ほか

10,000

915

２ 基金積立金 504

・

（うち仮払消費税及び地方消費税 236千円）

１ 基金積立金

389

30,421千円 (職員5人)

57,647千円

職 員 給 与 費

28,986

報 償 費

１ 建設改良費

4,543千円

245,531千円

（単位：千円）

（うち仮払消費税及び地方消費税 199,753千円）

目

職 員 給 与 費

委 託 料

委 託 料 13,911千円

職 員 給 与 費 (職員2人)

３

職 員 給 与 費 5,490千円 (職員1人)

１ 建設改良費

４

工 事 請 負 費 1,606,375千円

補 償 金 125,446千円

職 員 給 与 費

（うち仮払消費税及び地方消費税 179,912千円）

備消耗品費ほか 1,289千円

工事請負費ほか

委 託 料

7,234千円 (職員1人)

2,017,692

14



（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

処理場の運転管理等による支出 △ 1,165,658

人件費支出 △ 95,373

営業収入 2,013,366

負担金、補助金等収入 629,154

その他の収支 62,115

小計 1,443,604

利息及び配当金の受取額 3,678

利息の支払額 △ 219,096

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,228,186

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 2,021,644

国庫補助金等による収入 764,293

投資による支出 △ 2,552

投資による収入 2,546

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,257,357

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 1,766,500

企業債の償還による支出 △ 1,510,001

他会計からの出資による収入 34,341

財務活動によるキャッシュ・フロー 290,840

Ⅳ　資金の増減額 261,669

Ⅴ　資金の期首残高 1,522,833

Ⅵ　資金の期末残高 1,784,502

令和７年度深谷市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和８年３月３１日)
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(人)

（単位：千円）

179 △  7 353 0 4,065

1,034 0 49,218

比 較 170 △  542 2,073 1,975 1 △  137

53,283

前 年 度 5,091 2,905 19,587 15,822 1,789 1,955 1,028 7

1,790 1,818 1,207 0 1,387 0

通勤手当
特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 5,261 2,363 21,660 17,797

△  1,135 6,997

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

8,469 2,026 10,495

合 計 15 0 774 3,293 4,065 8,132

79 △ 337 △ 3,161 △ 3,498

資本勘定支弁職員 0 0 0 4,483 3,986
比
較

損益勘定支弁職員 15 0 774 △  1,190

74,867

合 計 0 22 4,541 80,055 49,218 133,814 39,744 173,558

22,477 98,691

資本勘定支弁職員 0 10 0 37,539 20,061 57,600 17,267

38,609 180,555

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 12 4,541 42,516 29,157 76,214

66,069 19,293 85,362

合 計 15 22 5,315 83,348 53,283 141,946

29,236 75,877 19,316 95,193

資本勘定支弁職員 0 10 0 42,022 24,047

報 酬 給 料 手 当 合 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 15 12 5,315 41,326

給与費明細書

１　総　括 （単位：千円）

区 分
４月１日職員数 給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

特 別 職 一 般 職
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（単位：千円）

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 ［１　ア　会計年度任用職員以外の職員（一般職）］

そ の 他 増 減 分 505  配置換え等

手当 3,813
制度改定に伴う増減分 752  期末・勤勉手当の引上げ等

そ の 他 増 減 分 3,061  配置換え等

給料 3,293

給与改定に伴う増減分 2,108

昇 給 に 伴 う 増 減 分 680

（単位：千円）

区　分 増 減 額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　明 備　　　考

0 0 0 0 0 252比 較 0 0 79 173 0

0 0 0 0 0 1,651前 年 度 0 0 900 751 0

0 0 0 0 0 1,903

特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 0 0 979 924 0

877

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

通勤手当

合 計 0 579 252 831 46

0 0 0 0 0 0

6,572

比
較

損益勘定支弁職員 0 579 252 831 46 877

資本勘定支弁職員

合 計 2 4,541 1,651 6,192 380

380 6,572

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

1,903 7,023 426 7,449

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 4,541 1,651 6,192

426 7,449

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 5,120 1,903 7,023

合 計 2 5,120

イ　会計年度任用職員（一般職） （単位：千円）

区 分
4月1日 給与費 法 定

福 利 費
合 計

職員数（人） 報 酬 手 当

△  137 179 △  7 353 0 3,813比 較 170 △  542 1,994 1,802 1

1,955 1,028 7 1,034 0 47,567前 年 度 5,091 2,905 18,687 15,071 1,789

1,818 1,207 0 1,387 0 51,380

特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 5,261 2,363 20,681 16,873 1,790

5,925

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

通勤手当

合 計 0 3,293 3,813 7,106 △  1,181

0 4,483 3,986 8,469 2,026 10,495

166,986

比
較

損益勘定支弁職員 0 △  1,190 △  173 △ 1,363 △ 3,207 △ 4,570

資本勘定支弁職員

合 計 20 80,055 47,567 127,622 39,364

92,119

資本勘定支弁職員 10 37,539 20,061 57,600 17,267 74,867

134,728 38,183 172,911

前
年
度

損益勘定支弁職員 10 42,516 27,506 70,022 22,097

18,890 87,549

資本勘定支弁職員 10 42,022 24,047 66,069 19,293 85,362
本
年
度

損益勘定支弁職員 10 41,326 27,333 68,659

合 計 20 83,348 51,380

区 分
4月1日 給与費 法 定

福 利 費
合 計

職員数（人） 給 料 手 当 合 計

ア　会計年度任用職員以外の職員（一般職） （単位：千円）
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〔以下、令和７年１月１日現在における給与等の状況です。〕

３　給料及び手当の状況

(１)　職員１人当たりの給与

(２)　初任給（令和７年１月１日現在） （単位：円）

(３)　級別職員数

(級別の基準となる職務)

部　長

区　分

企　業　職
（事務・技術職）

８　級

主事補・技師補 主事・技師 主　任 係長・主査 課長補佐 課長・主幹 次　長

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

8

計 19 100.0

6 1 5.3

7

10 52.6

4 5 26.2

5 1 5.3

100.0

令和７年１月１日現在 令和６年１月１日現在

1 1 5.3

2 1 5.3

350.0

25.0

10.0

5.0

計

2

10

5

2

1

20

3

4

5

6

7

8

企業職（事務・技術職）

級 職員数(人) 構成比(％)

1

2 10.0

225,600

区　　分
級 職員数(人) 構成比(％)

企業職（事務・技術職）
区　　分

平 均 年 齢 （歳）

区 分 企業職（事務・技術職）
一般会計の制度

行 政 職

41.9

350,868

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

（円）

210,600

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額令和６年１月１日現在

企業職（事務・技術職）

327,955

378,736

44.3

304,512

区　　　分

令和７年１月１日現在

高 校 卒

短 大 卒

大 学 卒

194,500

210,600

225,600

194,500
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（４）　特殊勤務手当　

給料総額に対する比率（％） 0.00

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額
（ 円 ）
代表的な特殊勤務手当の名称

（５）　期末手当・勤勉手当（令和７年１月１日現在）

6月 12月

本 年 度 2.25 2.35 4.60

前 年 度 2.20 2.30 4.50

一 般 会 計 の 制 度 2.25 2.35 4.60

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和７年１月１日現在）

区 分 備 考

支 給 率 等

一般会計の制度(支給率等)

（７）　その他の手当（令和７年１月１日現在）

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　じ

同　　じ

差 異 の 内 容

同　　じ

同　　じ

47.70900

47.70900

24.586875

24.586875

47.70900

47.70900

33.27075

33.27075

区 分

支給率計

企 業 職

（ 事 務 ・ 技 術
職 ）

区 分

0.00

衛生処理業務勤務手当

最高限度額

（単位：月分）

有

有

有

２５年勤続の者 ３５年勤続の者２０年勤続の者

0

支給期別支給率

（単位：月分）

備 考
職制上の段階、職務の
級等による加算 措置
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債務負担行為に関する調書

システム保守業務費 1,100 ― ―

損害共済等保険料 2,000 ― ―

事務所等賃借料 1,900 ― ―

下水道使用料等徴収事務経費負
担金

68,500 ― ―

トイレ清掃業務委託 900 ― ―

処理施設維持管理費 466,100 ― ―

管渠施設維持管理費 11,400 ― ―

公共下水道管路施設維持管理業
務委託

251,000 ― ―

深谷・岡部浄化センター運転管理
等業務委託

1,427,300 令和６年度まで 226,600

水洗化促進改造資金利子補給
（令和７年度）

借入額に対する
利 子 相 当 額

― ―

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和７年度）

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

― ―

水洗化促進改造資金利子補給
（令和６年度）

借入額に対する
利 子 相 当 額

令和６年度まで ―

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和６年度）

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

― ―

水洗化促進改造資金利子補給
（令和５年度）

借入額に対する
利 子 相 当 額

令和６年度まで ―

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和５年度）

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

― ―

水洗化促進改造資金利子補給
（令和４年度）

借入額に対する
利 子 相 当 額

令和６年度まで ―

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和４年度）

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

― ―

水洗化促進改造資金利子補給
（令和３年度）

借入額に対する
利 子 相 当 額

令和６年度まで 5

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和３年度）

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

― ―

期 間 金 額

事　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 義 務
発 生 （ 見 込 ） 額
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（単位：千円）

2,000

令 和 ８ 年 度 ま で 1,100 ― ― 1,100

― 1,900

令 和 ８ 年 度 ま で 2,000 ― ―

― ― 68,500

令 和 ８ 年 度 ま で 1,900 ―

令 和 ８ 年 度 ま で 68,500

466,100

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

900 ― ― 900

― 11,400

令 和 ８ 年 度 ま で 466,100 ― ―

― ― 251,000

令 和 ８ 年 度 ま で 11,400 ―

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 １ ０ 年 度 ま で

251,000

限度額に同じ

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 １ ０ 年 度 ま で

1,200,700 ― ― 1,200,700

― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ ― ―

― ― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ ―

限度額に同じ ― ― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

― ― 限度額に同じ
水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ

限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ ― ― 限度額に同じ

― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ ― ―

― ― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ ―

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ

損 益 勘 定
留 保 資 金

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ ― ― 限度額に同じ

期 間 金 額 企 業 債 国庫補助金

当 年 度 以 降 の 支 払 義 務
発 生 予 定 額

左の財源内訳
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有形固定資産合計

無形固定資産合計

2,213,944

資 産 合 計 58,205,602

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 △ 27,333 428,006

（２） 未 収 金 455,339

（１） 現 金 預 金 1,785,938

（３） 投 資

２ 流 動 資 産

842,784

固 定 資 産 合 計 55,991,658

投 資 合 計

ニ 基 金 242,353

ロ 電 話 加 入 権 467

701,161

イ 投 資 有 価 証 券 600,000

ロ 出 資 金 406

ハ 投 資 25

イ 施 設 利 用 権 700,694

（２） 無 形 固 定 資 産

54,447,713

減価償 却累 計額 △ 31,023 24,349

ト 建 設 仮 勘 定 27,252

ヘ 工具、器具及び備品 55,372

減価償 却累 計額 △ 3,607 318

減価償 却累 計額 △ 6,849,982 3,307,743

ホ 車両及 び運 搬具 3,925

ニ 機 械 及 び 装 置 10,157,725

減価償 却累 計額 △ 32,020,036 47,483,479

減価償 却累 計額 △ 4,270,268 558,543

ハ 構 築 物 79,503,515

ロ 建 物 4,828,811

イ 土 地 3,046,029

（１） 有 形 固 定 資 産

資　　産　　の　　部

１ 固 定 資 産 （単位：千円）

　令和７年度深谷市下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

税抜
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自己資本金合計

資本剰余金合計

資 本 合 計 17,247,726

負 債 資 本 合 計 58,205,602

利 益 剰 余 金 合 計 888,193

剰 余 金 合 計 3,056,634

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金 460,000

イ 減 債 積 立 金 170,000

ハ 258,193

2,168,441

（２） 利 益 剰 余 金

ロ

ホ 基金積 立金 利息 26,965

ニ 受贈財 産評 価額 765,793

ハ 負 担 金 78,359

イ 国 庫 補 助 金 1,292,324

ロ 県 補 助 金 5,000

（１） 資 本 剰 余 金

７ 剰 余 金

14,191,092

資 本 金 合 計 14,191,092

イ 固 有 資 本 金 407,383

ロ 繰 入 資 本 金 13,783,709

（１） 自 己 資 本 金

資　　本　　の　　部

６ 資 本 金

繰 延 収 益 合 計 22,537,849

負 債 合 計 40,957,876

（１） 長 期 前 受 金 41,763,733

（２） 収 益 化 累 計 額 △ 19,225,884

流 動 負 債 合 計 2,705,479

５ 繰 延 収 益

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 13,673

（２） 未 払 金

1,239,989イ 未 払 金

（１） 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 1,451,817

４ 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計 15,714,548

イ 修 繕 引 当 金 85,640

（２） 引 当 金

（１） 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 15,628,908

負　　債　　の　　部

３ 固 定 負 債
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　　   (令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)

　　　令和５年度深谷市下水道事業予定損益計算書

減 価 償 却 費 1,899,826

1,040,666

(6) 資 産 減 耗 費 18,329 2,999,284

営 業 損 失

(3) 普 及 促 進 費 19,185

(4) 総 係 費 208,221

(5)

（単位：千円）

(1) 下水道等使用料 1,837,021

(2) 他 会 計負 担金 120,681

２ 営 業 費 用

(1) 管 渠 費 71,489

１ 営 業 収 益

(3) その他営業収益 916 1,958,618

(2) 処 理 場 費 782,234

令和６年度深谷市下水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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210,649当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益 92,249

前年度繰越利益剰余金 118,400

(1) 過年度損益修正損 750 750 750

経 常 利 益 92,999

７ 特 別 損 失

６ 附 帯 事業 費用

(1) 太陽光発電事業費用 25,905 25,905 41,006

５ 附 帯 事業 収益

(1) 太陽光発電売電収入 66,911 66,911

(1) 支 払 利 息 221,758

(2) 雑 支 出 629 222,387 1,092,659

(4) 雑 収 益 756 1,315,046

４ 営 業 外 費 用

(3) 長期前受金戻入 866,746

(1) 受取利息及び配当金 3,683

(2) 他 会 計負 担金 443,861

３ 営 業 外 収 益
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1,890,767

資 産 合 計 57,564,903

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 △ 32,772 367,934

（２） 未 収 金 400,706

（１） 現 金 預 金 1,522,833

２ 流 動 資 産

投 資 合 計 840,232

固 定 資 産 合 計 55,674,136

ロ 出 資 金 406

ハ 投 資 25

イ 投 資 有 価 証 券 600,000

（３） 投 資

ロ 電 話 加 入 権 467

669,914無形固定資産合計

イ 施 設 利 用 権 669,447

（２） 無 形 固 定 資 産

54,163,990

減価償却累計額 △ 30,163 23,368

有形固定資産合計

ト 建 設 仮 勘 定 29,827

ヘ 工具、器具及び備品 53,531

減価償却累計額 △ 3,527 398

減価償却累計額 △ 6,534,712 3,407,592

ホ 車両及び運搬具 3,925

ニ 機 械 及 び 装 置 9,942,304

減価償却累計額 △ 30,459,474 47,057,851

減価償却累計額 △ 4,229,886 598,925

ハ 構 築 物 77,517,325

ロ 建 物 4,828,811

イ 土 地 3,046,029

（１） 有 形 固 定 資 産

１ 固 定 資 産 （単位：千円）

　令和６年度深谷市下水道事業予定貸借対照表

      　　　　資　　産　　の　　部

ニ 基 金 239,801

（令和７年３月３１日）

税抜

26



資 本 合 計 17,163,295

負 債 資 本 合 計 57,564,903

利 益 剰 余 金 合 計 840,649

剰 余 金 合 計 3,006,544

減 債 積 立 金 170,000

ハ 210,649

資本剰余金合計 2,165,895

（２） 利 益 剰 余 金

イ

当年度未処分利益剰余金

ロ 建 設 改 良 積 立 金 460,000

ホ 基金積立金利息 24,419

ニ 受贈財産評価額 765,793

ハ 負 担 金 78,359

イ 国 庫 補 助 金 1,292,324

ロ 県 補 助 金 5,000

（１） 資 本 剰 余 金

７ 剰 余 金

自己資本金合計 14,156,751

資 本 金 合 計 14,156,751

イ 固 有 資 本 金 407,383

ロ 繰 入 資 本 金 13,749,368

（１） 自 己 資 本 金

６ 資 本 金

        　　　資　　本　　の　　部

繰 延 収 益 合 計 22,709,649

負 債 合 計 40,401,608

（１） 長 期 前 受 金 41,066,950

（２） 収 益 化 累 計 額 △ 18,357,301

2,258,042

５ 繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

イ 未 払 金

13,853

（２） 未 払 金

768,240

４

イ 修 繕 引 当 金

（２） 引 当 金

15,348,277

       　　　　　負　　債　　の　　部

（１） 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

３ 固 定 負 債

流 動 負 債

85,640

1,475,949

（１） 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

固 定 負 債 合 計 15,433,917
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

（ア）

（イ） 主な耐用年数

イ 無形固定資産

引当金の計上方法

ア

イ

ウ

エ

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式をとっている。

予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

重要な非資金取引

該当なし。

予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

２

（１）

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は３９２，８５７千円である。

１

修 繕 引 当 金

（２）

定額法

退職給付引当金

貸 倒 引 当 金

（１）

（３）

３

（１）

５０年

注　記　事　項

償 却 資 産

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不

能見込額を計上している。

建 物

賞 与 引 当 金

構 築 物

機 械 及 び 装 置

定額法

５０年

１５～２０年

平成２６年３月３１日以前に引き当てられた従前の修繕引当金のみ

計上されており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

職員の期末・勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支

給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当

事業年度の負担に属する額を計上している。

一般会計が負担することとしているため、計上していない。
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セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月３１日）

４

（１）

（２）

　深谷市下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運

営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントと

している。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

農業集落排水事業

事業区分

市街地における汚水（生活排水等）排除及び処理、雨水排除

農業集落における汚水（生活排水等）排除及び処理

事業の内容

公共下水道事業

営業収益 1,676,096 274,449 1,950,545

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業費用 2,348,187 743,061 3,091,248

営業損益 △ 672,091 △ 468,612 △ 1,140,703

経常損益 57,136 6,158 63,294

セグメント資産 47,149,235 11,056,367 58,205,602

セグメント負債　 31,505,795 9,452,081 40,957,876

 ・企業債 13,900,431 3,180,294 17,080,725

 ・繰延収益 16,383,272 6,154,577 22,537,849

 ・その他 1,222,092 117,210 1,339,302

その他項目

（単位：千円）　税抜

  無形固定資産の増減額 700,592 △ 613,618 86,974

 ・有形固定資産及び
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